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独立行政法人環境再生保全機構

「地球環境基金企業協働プロジェクト」開始

のお知らせ

独立行政法人環境再生保全機構では、国の出資金と民間からの寄付金により基金を設け、運用益

等により、日本国内外の民間団体（ＮＧＯ・ＮＰＯ）が行う環境保全活動に対し助成を行っていま

す。

このたび、地球環境基金のミッションである環境保全活動を行う環境ＮＧＯ・ＮＰＯと他の主体

との連携・協働の促進を図り、かつ寄付者（企業等）の社会貢献が目に見える枠組み「地球環境基

金企業協働プロジェクト」を新たに開始します。

この枠組みによる第一号として一般社団法人日本釣用品工業会からの寄付金による助成「つり環

境ビジョン助成」を平成２７年度から開始いたします（詳細は、別紙をご参照ください）。

＜地球環境基金企業協働プロジェクトの枠組み＞

＜地球環境基金企業協働プロジェクトの条件等＞

・寄付金の額は、単年度であるとき 1 件につき 1,000 万円以上、複数年度（原則として 3 年度以上）

にわたるとき 1件につき単年度当たり 300 万円以上とする。

・寄付金のうち、寄付額の 10％以上を「地球環境基金」に繰入れる。

・助成先の募集、審査、助成金の支払い等は、地球環境基金助成金の枠組みで実施する。

・地球環境基金企業協働プロジェクトの期間は、1 年間若しくは 3年間（継続助成がある場合）

独立行政法人環境再生保全機構では、地球環境基金企業協働プロジェクトの枠組みを利用した社会貢献

活動にご興味のある企業や団体様を心よりお待ちしております。

平成 26 年 11 月 19 日（水）

独立行政法人環境再生保全機構 地球環境基金部

部長 草薙 智紀

基金管理課長 飯田 浩二

担当 宮西

連絡先 TEL：044-520-9606 FAX：044-520-2190

(環境省記者クラブ、川崎市市政記者クラブ同時配布)

環境保全活動

の実施
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地球環境基金企業協働プロジェクト第一号

「つり環境ビジョン助成」を開始します

一般社団法人日本釣用品工業会

独立行政法人環境再生保全機構

独立行政法人環境再生保全機構では、地球環境基金を設け、日本国内外の民間団体（ＮＧＯ・

ＮＰＯ）が行う環境保全活動に対し助成を行っています。

このたび、企業等の寄付を直接民間団体の助成に充て、かつ地球環境基金の造成も図られる枠

組み「地球環境基金企業協働プロジェクト」の第一号として、一般社団法人日本釣用品工業会

からの寄付による「つり環境ビジョン助成」を開始いたします。

「つり環境ビジョン助成」は、一般社団法人日本釣用品工業会より地球環境基金に寄付された資金を

もとにした、清掃活動など、水辺の環境保全活動に対するための助成金です。

つり環境ビジョンとは、一般社団法人日本釣用品工業会が公益財団法人日本釣振興会と協働で取り組

む環境・美化事業です。この事業は、釣り用品メーカー等が国内で販売する釣り関連製品に『環境・美

化マーク』を表示し、その売り上げの一部が一般社団法人日本釣用品工業会へ拠出され、事業原資とな

っています。

～清掃活動など、水辺の環境保全活動に対する助成金の要望を募集します～

助成対象団体 ：NPO 法人、（一般/公益）財団法人・社団法人、任意団体

対象地域 ：日本国内のみ

募集案内の公表 ：平成 26 年 11 月 19 日（水）16：00

要望書受付期間 ：平成 26 年 12 月 19 日（金）～平成 27 年 1 月 14 日（水）

助成期間 ：平成 27 年 4 月 1 日（火）～平成 28 年 3 月 31 日（木）

活動計画期間 ：①最大 3 年間（活動計画が 3 年間立案されている場合）

②原則 1 年間（但し、活動の発展性、進捗状況により最大 3 年間可能）

対象となる活動 ：清掃活動など、水辺の環境保全活動

助成対象団体 ：①の場合、助成活動関連分野における活動実績を 3 年以上有していること

②の場合、助成活動関連分野における活動実績を 1 年以上有していること

年間助成金額 ：全体で総額 900 万円以内

【寄付金贈呈式の取材について】

一般社団法人日本釣用品工業会からの寄付金贈呈式を、平成 26 年 11 月 20 日（木）午前 10 時 30 分

から環境再生保全機構（川崎市）において行います。当日取材を希望される方は、平成 26 年 11 月 19

日（水）午後 8 時までに基金管理課（044-520-9606）までお問い合わせください。

(環境省記者クラブ、川崎市市政記者クラブ同時配布)

別紙


